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基準確認シートについて 
１ 趣旨 

利用者に適切な指定家事支援型訪問サービスを提供するためには、事業者自らが事業の運営状況を点検

し、人員、設備及び運営に関する基準を遵守しているか、常に確認することが必要です。 

そこで、さいたま市では、関係通知を基に基準確認シートを作成しましたので、定期的に自己点検を行

う等、適正な事業運営及び介護サービスの質の向上のためにご活用ください。 

２ 実施方法 

① 毎年定期的に基準確認を行って下さい。 

② 複数の職員で検討の上、点検してください。 

③ 「い る ・ いない」等の判定については、該当する項目を○で囲んでください。 

④ 判定について該当する項目がないときは、「い る ・ いない」に二重線を引き、「事例なし」又

は「該当なし」と記入してください。 

 電磁的方法について 

サービスの提供に当たる者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、法令等において書面（書

面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することがで

きる情報が記載された紙その他の有体物。）で行うことが規定されている又は想定されるものについて

は、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの。）に

より行うことができます。（被保険者証に関するものを除く。） 

※ 電磁的記録による作成は、事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法

または磁気ディスク等をもって調製する方法にしてください。 

電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法で行ってください。 

  ア 作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディ

スク等をもって調製するファイルにより保存する方法 

  イ 書面に記載されている事項をスキャナ当により読み取ってできた電磁的記録を事業者等の使用

に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保

存する方法 

サービス事業者又はサービスの提供に当たる者は、交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類す

るもののうち、条例及び要綱において書面で行うことが規定されているもの又は想定されるものについて

は、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に代えて、電磁的方法によることができます。 

※ 事前に利用者等の承諾を得た上で、次に掲げる電磁的方法により交付等を行うことができます。 

 ア 電磁的方法による同意は、例えば、電子メールにより利用者等が同意の意思表示をした場合等が

考えられます。なお「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月19日内閣府・法務省・経済産業省）」

を参考にしてください。 

 イ 電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確にする観点から、書面にお

ける署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用することが望ましいです。 

※ 電磁的方法により記録・交付等を行う場合は、「平２９ガイダンス」及び「医療情報システムの安

全管理に関するガイドライン」等を遵守してください。 

「根拠法令」の欄は、次を参照してください。 

○ 法 … 介護保険法（平成９年法律第１２３号） 

○ 施 行 令 … 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号） 

○ 施 行 規 則 … 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号） 

○ 要 綱 … さいたま市家事支援型訪問サービスの人員、設備及び運営の基準等に関する要綱 

○ 指 定 等 要 綱 …
さいたま市介護予防・日常生活支援総合事業に係る指定事業者の指定の申請等に関

する要綱 

○
平 ３ ０ 保 長 介

1338 
…

さいたま市介護予防訪問介護サービス・さいたま市家事支援型訪問サービスの基準

について（平成３０年７月１３日保長介第１３３８号さいたま市保健福祉局長寿応

援部介護保険課長通知） 

○ 平２９ガイダンス …
医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス（平成29年

4月14日個情第534号個人情報保護委員会・厚生労働省連名通知） 
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一 基本方針 

項 目 確 認 事 項 根 拠 法 令 

１ 一般原則 ① 利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場

に立ったサービスの提供に努めていますか。 

要綱 

第３条第１項 

い る ・ いない 

 ② 事業を運営するに当たっては、地域との結び付きを重

視し、市、介護予防サービス事業者その他の保健医療サ

ービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めて

いますか。 

要綱 

第３条第２項 

い る ・ いない 

 ③ 利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体

制の整備を行うとともに、その従事者に対し、研修を実

施する等の措置を講じていますか。 

要綱 

第３条第３項 

い る ・ いない

④ 事業者は、介護予防訪問介護サービスを提供するに当

たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介護保険

等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に

行うよう努めていますか。 

要綱 

第３条第４項 

い る ・ いない

２ 基本方針 〇 利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常

生活を営むことができるよう、掃除、買い物支援、調

理、洗濯等の家事支援型訪問サービスを行うことによ

り、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者

の生活機能の維持又は向上を目指すものとなっています

か。 

要綱 

第５条 

い る ・ いない 
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二 人員に関する基準 

項 目 確 認 事 項 根 拠 法 令 

１ 従業者の員数 

⑴ 介護従業者等の

員数 

① 事業所ごとに利用者の数に応じて必要数の介護従業者等

及びサービス提供責任者を置いていますか。 

要綱 

第６条第１項 

 い る ・ いない

 ② 介護従業者等は、次のいずれかに定める者となっていま

すか。 

法第８条第２項 

施行令第３条 

施行規則 

第２２条の２３ 

ア 介護福祉士 

 イ 看護師等(看護師、准看護師） 

ウ 介護員養成研修の介護職員基礎研修課程、１級課程又

は２級課程を修了した者 

 エ 介護保険法施行前にウの研修に相当する研修を修了し

た者（別表１） 

 い る ・ いない

⑵ サービス提供

責任者 
① 常勤の訪問介護員等のうち、利用者の数が４０人又はそ

の端数を増すごとに１人以上の者をサービス提供責任者と

していますか。 

要綱 

第６条第３項 

 い る ・ いない  

※ 上記の利用者の数は前３月の平均値を用います。この場

合、前３月の平均値は、暦月ごとの実利用者の数を合算

し、３で除して得た数とします。なお、新たに事業を開始

し、又は再開した事業所においては、適切な方法により利

用者の数を推定するものとします。 

要綱 

第６条第４項 

② サービス提供責任者は、介護福祉士その他厚生労働大臣

が定める者ですか。 

要綱 

第６条第５項 

い る ・ いない 

※ その他厚生労働大臣が定める者 

 ア 社会福祉士及び介護福祉士法(昭和六十二年法律第三

十号)第四十条第二項第二号の指定を受けた学校又は養

成施設において一月以上介護福祉士として必要な知識及

び技能を習得した者 

 イ 介護保険法施行規則の一部を改正する省令(平成二十

四年厚生労働省令第二十五号)による改正前の介護保険

法施行規則(平成十一年厚生省令第三十六号)第二十二条

の二十三第一項に規定する介護職員基礎研修課程又は一

級課程を修了した者 

 ウ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人

員、設備及び運営に関する基準(平成十八年厚生労働省

令第百七十一号)第五条第二項に規定するサービス提供

責任者(指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運

営に関する基準(平成十一年厚生省令第三十七号)第三十

九条の二に規定する共生型訪問介護の提供に当たる者に

限る。) 

平成24年厚生労働省告

示第118号 
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③ 常勤のサービス提供責任者を３人以上配置し、かつ、サ

ービス提供責任者の業務に主として従事する者を１人以上

配置している指定家事支援型訪問サービス事業所におい

て、サービス提供責任者が行う業務が効率的に行われてい

る場合又は家事支援型訪問サービスを単独で実施している

場合にあっては、当該指定家事支援型訪問サービス事業所

に置くべきサービス提供責任者の員数は、利用者の数が５

０又はその端数を増すごとに１人以上としていますか。 

要綱 

第６条第６項 

い る ・ いない

・ 指定家事支援型訪問サービス事業者が指定訪問介護事業

者又は指定介護予防訪問介護サービス事業者の指定を併せ

て受け、かつ、家事支援型訪問サービスの事業と指定訪問

介護の事業又は指定介護予防訪問介護サービス事業とが同

一の事業所において一体的に運営されている場合について

は、さいたま市指定居宅サービスの事業の人員、設備及び

運営の基準等に関する条例（平成２４年さいたま市条例第

６８号。以下「指定居宅サービス条例」という。）第１項

から第４項まで又はさいたま市介護予防訪問介護サービス

の人員、設備及び運営に関する要綱（平成２９年さいたま

市告示第５１１号。以下「介護予防訪問介護サービス要綱

」という。）第６条第１項から第４項までに規定する人員

に関する基準を満たすことをもって、指定家事支援型訪問

サービス事業における当該基準を満たしているものとみな

すことができます。 

要綱 

第６条第７項 

２ 管理者 ○ 事業所ごとに専らその職務に従事する管理者を置いて

いますか。 

要綱 

第７条 

い る ・ いない 

※ 事業所の管理上支障がない場合は、事業所内の他の職

務又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従

事することができます。 
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三 設備に関する基準 

項 目 確 認 事 項 根 拠 法 令 

設備及び備品等 ① 事業の運営を行うために必要な広さの専用の区画を設け

ていますか。 

要綱 

第８条第１項 

い る ・ いない 

 ② サービスの提供に必要な設備及び備品等を備えていま

すか。 

い る ・ いない 

 ・ 指定家事支援型訪問サービス事業者が指定訪問介護事業

者又は指定介護予防訪問介護サービス事業者の指定を併せ

て受け、かつ、家事支援型訪問サービスの事業と指定訪問

介護の事業又は介護予防訪問介護サービスの事業とが同一

の事業所において一体的に運営されている場合について

は、指定居宅サービス条例第８条第１項又は介護予防訪問

介護サービス要綱第８条第１項に規定する設備に関する基

準（上記の①から②）を満たすことをもって、家事支援型

訪問サービス事業における当該基準を満たしているものと

みなすことができます。 

要綱 

第８条第２項 
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四 運営に関する基準 

項 目 確 認 事 項 根 拠 法 令 

１ 提供の開始に当た

っての説明及び同意

○ サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込

者又は家族に対し、サービスの選択に資すると認められ

る重要事項を記した文書を交付して説明を行い、サービ

スの提供の開始について利用申込者の同意を得ています

か。 

要綱 

第９条第１項・第２項

い る ・ いない 

※ サービスの選択に資すると認められる重要事項には次

の内容が挙げられます。 

ア 運営規程の概要 

イ 従業者の勤務体制 

ウ その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認

められる重要事項 

※ 利用申込者又は家族からの申出があった場合には、文

書の交付に代えて電磁的方法により提供することができ

ます。 

この場合において、事業者は文書を交付したものとみ

なします。 

２ 提供拒否の禁止 ○ 正当な理由がなく、サービスの提供を拒んでいません

か。 

要綱 

第１０条 

いない ・ い る 

３ サービス提供困難

時の対応 

○ 通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に対し

自ら適切なサービスを提供することが困難であると認め

た場合は、指定介護予防支援事業者への連絡、適当な他

の事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じて

いますか。 

要綱 

第１１条 

い る ・ いない 

★ 通常の事業の実施地域 

→ 事業所が通常時にサービスを提供する地域 

４ 受給資格等の確認 ① サービスの提供を求められた場合は、被保険者証及び

負担割合証によって、被保険者資格、要支援認定の有無

及び有効期間、負担割合並びに基本チェックリストの実

施等の有無を確かめていますか。 

要綱 

第１２条第１項 

い る ・ いない 

 ② 被保険者証に認定審査会意見が記載されているとき

は、認定審査会意見に配慮して、サービスを提供してい

ますか。 

要綱 

第１２条第２項 

い る ・ いない 

５ 要支援認定認定の

申請又は基本チェッ

クリストの実施等に

係る援助 

① サービスの提供の開始に際し、要支援認定を受けてい

ない利用申込者又は基本チェックリストの実施等をして

いない利用申込者については、要支援認定の申請又基本

チェックリストの実施等が既に行われているかどうかを

確認し、当該申請又基本チェックリストの実施等が行わ

れていない場合は、利用申込者の意思を踏まえて速やか

に申請又は基本チェックリストの実施等が行われるよう

必要な援助を行っていますか。 

要綱 

第１３条第１項 
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い る ・ いない 

 ② 介護予防支援（これに相当するサービスを含む）が利

用者に対して行われていない等の場合であって必要と認

めるときは、要支援認定の更新の申請が、遅くとも有効

期間が終了する日の30日前までに行われるよう、必要な

援助を行っていますか。 

要綱 

第１３条第２項 

い る ・ いない 

６ 心身の状況等の把

握 

○ サービスの提供に当たっては、指定介護予防支援事業

者が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の

心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サー

ビス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めていま

すか。 

要綱 

第１４条 

い る ・ いない 

７ 指定介護予防支援

事業者等との連携 

① サービスを提供するに当たっては、指定介護予防支援

事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを提供

する者との密接な連携に努めていますか。 

要綱 

第１５条第１項 

い る ・ いない 

 ② サービスの提供の終了に際しては、利用者又は家族に

対して適切な指導を行うとともに、指定介護予防支援事

業者に対する情報の提供及び保健医療サービス又は福祉

サービスを提供する者との密接な連携に努めています

か。 

要綱 

第１５条第２項 

い る ・ いない 

８ 第１号事業支給費

の支給を受けるため

の援助 

○ サービスの提供の開始に際し、利用申込者が介護保険

法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令

という。」）第８３条の９各号（介護予防サービス費の

支給の要件）及び基本チェックリストの実施等を行った

者のいずれにも該当しないときは、当該利用申込者又は

その家族に対し、第１号事業支給費の支給を受けるため

に必要な援助を行っていますか。 

要綱 

第１６条 

い る ・ いない 

９ 介護予防サービス

計画等に沿ったサー

ビスの提供 

○ 介護予防サービス計画又は介護予防サービス・支援計

画書が作成されている場合は、当該介護予防サービス計

画に沿ったサービスを提供していますか。 

要綱 

第１７条 

い る ・ いない 

10 介護予防サービス

計画等の変更の援助

○ 利用者が介護予防サービス計画等の変更を希望する場

合は、当該利用者に係る指定介護予防支援事業者等への

連絡その他の必要な援助を行っていますか。 

要綱 

第１８条 

い る ・ いない 

11 身分を証する書類

の携行 

○ 介護従業者等に身分を証する書類を携行させ、初回訪問

時及び利用者又はその家族から求められたときは、これを

提示すべき旨を指導していますか。 

要綱 

第１９条 

い る ・ いない
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12 サービスの提供の

記録 

① サービスを提供した際には、サービスの提供日及び内

容、利用者に代わって支払を受ける第１号事業支給費の

額その他必要な事項を、利用者の介護予防サービス計画

等を記載した書面又はこれに準じる書面に記載していま

すか。 

要綱 

第２０条第１項 

い る ・ いない 

 ② サービスを提供した際には、提供した具体的なサービ

スの内容等を記録するとともに、利用者からの申出があ

った場合には、文書の交付その他適切な方法により、そ

の情報を利用者に対して提供していますか。 

要綱 

第２０条第２項 

い る ・ いない 

13 利用料等の受領 ① 法定代理受領サービスに該当するサービスを提供した

際には、利用者から利用料の一部として、家事支援型訪

問サービス基準額から第１号事業支給費の額を控除して

得た額の支払を受けていますか。 

要綱 

第２１条第１項 

い る ・ いない 

 ② 法定代理受領サービスに該当しないサービスを提供し

た際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、家事

支援型訪問サービス基準額との間に、不合理な差額が生

じないようにしていますか。 

要綱 

第２１条第２項 

い る ・ いない 

③ ①・②のほか、利用者の選定により通常の事業の実施地

域以外の地域の居宅において家事支援型訪問サービスを行

う場合は、それに要した交通費の額の支払を利用者から受

けることができますが、その受領は適切に行っています

か。 

要綱 

第２１条第３項 

い る ・ いない 

④ ③の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あら

かじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容

及び費用について説明を行い、利用者の同意を得ています

か。 

要綱 

第２１条第４項 

い る ・ いない 

14 サービス提供証明

書の交付 

○ 法定代理受領サービスに該当しないサービスに係る利

用料の支払を受けた場合は、提供したサービスの内容、

費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービ

ス提供証明書を利用者に対して交付していますか。 

要綱 

第２２条 

い る ・ いない 

15 同居家族に対する

サービス提供の禁止
○ 介護従業者等に、その同居の家族である利用者に対する

サービスの提供をさせていませんか。 

要綱 

第２３条 

い る ・ いない

16 利用者に関する市

への通知 

○ 利用者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、

意見を付してその旨を市に通知していますか。 

要綱 

第２４条 
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ア 正当な理由なしにサービスの利用に関する指示に従

わないことにより、要支援状態等の程度を増進させた

と認められるとき又は要介護状態になったと認められ

るとき。 

イ 偽りその他不正の行為によって第１号事業支給費を

受け、又は受けようとしたとき。 

い る ・ いない 

17 緊急時等の対応 ○ 従業者は、利用者に病状の急変が生じた場合その他必

要な場合は、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必

要な措置を講じていますか。 

要綱 

第２５条 

い る ・ いない 

18 管理者及びサービ

ス提供責任者の責務

① 管理者は、従業者及び業務の管理を一元的に行ってい

ますか。 

要綱 

第２６条第１項 

い る ・ いない 

 ② 管理者は、従業者に運営に関する基準を遵守させるた

め必要な指揮命令を行っていますか。 

要綱 

第２６条第２項 

い る ・ いない 

③ サービス提供責任者は、次に掲げる業務を行っています

か。 

要綱 

第２６条第３項 

 ア サービスの利用の申込みに係る調整をすること。 

 イ 利用者の状態の変化やサービスに関する意向を定期的

に把握すること。 

ウ 介護予防支援事業者に対し、サービスの提供に当たり

把握した利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者の

心身の状態及び生活の状況に係る必要な情報の提供を行

うこと。 

エ サービス担当者会議への出席等により、指定介護予防

支援事業者等と連携を図ること。 

 オ 介護従業者等に対し、具体的な援助目標及び援助内容

を指示するとともに、利用者の状況についての情報を伝

達すること。 

カ 介護従業者等の業務の実施状況を把握すること。 

キ 介護従業者等の能力や希望を踏まえた業務管理を実施

すること。 

 ク 介護従業者等に対する研修、技術指導等を実施するこ

と。 

ケ その他サービス内容の管理について必要な業務を実施

すること。 

い る ・ いない 

19 運営規程 ○ 運営規程に次の事項を定めていますか。 要綱 

第２７条 ア 事業の目的及び運営の方針 

イ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

ウ 営業日及び営業時間 

エ サービスの内容及び利用料その他の費用の額 

オ 通常の事業の実施地域 

カ 緊急時等における対応方法 

キ 虐待の防止のための措置に関する事項 

ク ア～キのほか、運営に関する重要事項 

い る ・ いない 
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20 勤務体制の確保等 ① 利用者に対し適切なサービスを提供できるよう、事業

所ごとに従業者の勤務の体制を定めていますか。 

要綱 

第２８条第１項 

い る ・ いない 

 ② 事業所ごとに、その事業所の従業者によってサービス

を提供していますか。 

要綱 

第２８条第２項 

い る ・ いない 

 ③ 従業者の資質の向上のために、研修の機会を確保して

いますか。 

要綱 

第２８条第３項 

い る ・ いない 

④ 事業者は、適切な家事支援型訪問サービスの提供を確

保する観点から、職場において行われる性的な言動又は

優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ

相当な範囲を超えたものにより介護従業者等の就業環境

が害されることを防止するための方針の明確化等の必要

な措置を講じていますか。 

要綱 

第２８条第４項 

い る ・ いない 

21 業務継続計画の策

定等 

① 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する

家事支援型訪問サービスの提供を継続的に実施するため

の、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計

画（以下「業務継続計画」）を策定し、当該業務継続計

画に従い必要な措置を講じていますか。 

要綱 

第２８条の２第１項 

い る ・ いない 

※ 業務継続計画は、定期的に見直しを行い、必要に応

じて変更してください。 

② 介護従業者等に対し、業務継続計画について周知する

とともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施していま

すか。 

要綱 

第２８条の２第２項 

い る ・ いない 

22 衛生管理等 ① 介護従業者等の清潔の保持及び健康状態について、必要

な管理を行っていますか。 

要綱 

第２９条第１項 

い る ・ いない 

② 事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努め

ていますか。 

要綱 

第２９条第２項 

い る ・ いない 

 ③ 事業所において感染症が発生し、又はまん延しないよ

うに、次に掲げる措置を講じていますか。 

 ア 当該事業所における感染症の予防及びまん延の防水

のための対策を検討する委員会を概ね６か月に１回以

上開催するとともに、その結果について介護従業者等

に周知徹底を図ること。 

 イ 当該事業所における感染症の予防及びまん延の母子

のための指針を整備すること 

 ウ 介護従業者等に対して、感染症の予防及びまん延の

防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること 

要綱 

第２９条第３項 

 い る ・ いない



家事支援型訪問サービス

10 

  ※ アの委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとします。 

23 掲示 ○ 事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の

勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資す

ると認められる重要事項を掲示していますか。 

要綱 

第３０条 

い る ・ いない 

  ※ 事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に

自由に閲覧させることにより、掲示に代えることができ

ます。 

24 秘密保持等 ① 従業者は、正当な理由がなく、業務上知り得た利用者

又は家族の秘密を漏らしていませんか。 

要綱 

第３１条第１項 

いない ・ い る 

 ② 従業者であった者が、正当な理由がなく、業務上知り

得た利用者・家族の秘密を漏らすことがないよう、必要

な措置を講じていますか。 

要綱 

第３１条第２項 

い る ・ いない 

 ③ サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を

用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報

を用いる場合は家族の同意を、あらかじめ文書により得

ていますか。 

要綱 

第３１条第３項 

い る ・ いない 

 ④ 「個人情報の保護に関する法律」及び「医療・介護関

係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダ

ンス」に基づき、利用者及びその家族の個人情報を適切

に取り扱っていますか。 

個人情報の保護に関す

る法律(平成15年５月

30日法律第57号) 

平２９ガイダンス

い る ・ いない 

25 広告 ○ 広告の内容が虚偽又は誇大なものとなっていません

か。 

要綱 

第３２条 

いない ・ い る 

26 指定介護予防支援

事業者に対する利益

供与の禁止 

○ 指定介護予防支援事業者又はその従業者に対し、利用

者に特定の事業者によるサービスを利用させることの対

償として、金品その他の財産上の利益を供与していませ

んか。 

いない ・ い る

要綱 

第３３条 

27 不当な働きかけの

禁止 

○ 介護予防サービス計画等の作成または変更に関し、介護

支援専門員又は被保険者に対して、必要のないサービスを

位置付けるようもとめることその他不当な働きかけを行っ

ていませんか。 

要綱 

第３３条の２ 

いない ・ いる

28 苦情処理 ① 提供したサービスに係る利用者及び家族からの苦情に

迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるため

の窓口を設置する等の必要な措置を講じていますか。 

要綱 

第３４条第１項 

い る ・ いない 
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 ② 苦情を受け付けた場合には、苦情の内容等を記録して

いますか。 

要綱 

第３４条第２項 

い る ・ いない 

 ③ 市が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め

又は市の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用

者からの苦情に関して市が行う調査に協力するととも

に、指導又は助言を受けた場合においては、指導又は助

言に従って必要な改善を行っていますか。 

要綱 

第３４条第３項 

い る ・ いない 

 ④ 市からの求めがあった場合には、改善の内容を報告し

ていますか。 

要綱 

第３４条第４項 

い る ・ いない 

 ⑤ 利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会が

行う調査に協力するとともに、指導又は助言を受けた場

合においては、指導又は助言に従って必要な改善を行っ

ていますか。 

要綱 

第３４条第５項 

い る ・ いない 

 ⑥ 国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合に

は、改善の内容を報告していますか。 

要綱 

第３４条第６項 

い る ・ いない 

29 地域との連携等 ① 提供したサービスに関する利用者又は家族からの苦情

に関して、市が派遣する者が相談及び援助を行う事業そ

の他の市が実施する事業に協力するよう努めています

か。 

要綱 

第３５条第１項 

い る ・ いない 

 ② 事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者

に対して家事支援型訪問サービスを提供する場合には、

当該建物に居住する利用者以外の者に対してもサービス

の提供を行うよう努めていますか。 

要綱 

第３５条第２項 

い る ・ いない 

30 虐待の防止 ① 虐待の発生又はその再発を防止するため、次の措置を

講じていますか。 

 ア 当該事業所における虐待の防止のための対策を検討

する委員会を定期的に開催するとともに、その結果に

ついて介護従業者等に周知徹底を図ること 

 イ 当該事業所における虐待の防止のための指針を整備

すること 

 ウ 介護従業者等に対し、虐待の防止のための研修を定

期的に実施すること 

 エ ア～ウに掲げる措置を適切に実施するための担当者

を置くこと 

要綱 

第３５条の２ 

 い る ・ いない

  ※ アの委員会については、テレビ電話等を活用して行

う事ができるものとします。 
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31 事故発生時の対応 ① サービスの提供により事故が発生した場合は、市、利

用者の家族、指定介護予防支援事業者等に連絡を行うと

ともに、必要な措置を講じていますか。 

要綱 

第３６条第１項 

い る ・ いない 

 ② 事故の状況及び事故に際して採った処置について記録

していますか。 

要綱 

第３６条第２項 

い る ・ いない 

 ③ 賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やか

に行っていますか。 

要綱 

第３６条第３項 

い る ・ いない 

32 会計の区分 ○ 事業所ごとに経理を区分するとともに、家事支援型訪

問サービスの事業の会計とその他の事業の会計を区分し

ていますか。 

要綱 

第３７条 

い る ・ いない 

33 記録の整備 ① 従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備し

ていますか。 

要綱 

第３８条第１項 

い る ・ いない 

 ② 利用者に対するサービスの提供に関する次の記録を整

備し、完結の日から５年間保存していますか。 

要綱 

第３８条第２項 

ア 家事支援型訪問サービス計画 

イ 提供した具体的なサービスの内容等の記録 

ウ 利用者に関する市への通知に係る記録 

エ 苦情の内容等の記録 

オ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての

記録 

い る ・ いない 
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五 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

項 目 確 認 事 項 根 拠 法 令 

１ 家事支援型訪問サ

ービスの基本取扱方

針 

① 利用者の介護予防に資するよう、その目標を設定し、

計画的にサービスを行っていますか。 

要綱 

第３９条第１項 

い る ・ いない 

 ② 自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にそ

の改善を図っていますか。 

要綱 

第３９条第２項 

い る ・ いない 

 ③ 利用者ができる限り要介護状態とならないで自立した日

常生活を営むことができるよう支援することを目的とする

ものであることを常に意識してサービスの提供に当たって

いますか。 

要綱 

第３９条第３項 

い る ・ いない 

 ④ 利用者がその有する能力を最大限活用することができ

るような方法によるサービスの提供に努めていますか。 

要綱 

第３９条第４項 

い る ・ いない 

 ⑤ 利用者とのコミュニケーションを十分に図ることその

他の様々な方法により、利用者が主体的に事業に参加す

るよう適切な働きかけに努めていますか。 

要綱 

第３９条第５項 

い る ・ いない 

２ 家事支援型訪問サ

ービスの具体的取扱

方針 

① 主治の医師又は歯科医師からの情報伝達やサービス担

当者会議を通じる等の適切な方法により、利用者の心身

の状況、その置かれている環境等利用者の日常生活全般

の状況の的確な把握を行っていますか。 

要綱 

第４０条第１項第１号

い る ・ いない 

 ② サービス提供責任者は、①の利用者の日常生活全般の状

況及び希望を踏まえて、家事支援型訪問サービスの目標、

当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サー

ビスの提供を行う期間等を記載した家事支援型訪問サービ

ス計画を作成していますか。 

要綱 

第４０条第１項第２号

い る ・ いない 

 ③ 家事支援型訪問サービス計画は、既に介護予防サービ

ス計画が作成されている場合は、当該介護予防サービス

計画の内容に沿って作成していますか。 

要綱 

第４０条第１項第３号

い る ・ いない 

 ④ サービス提供責任者は、家事支援型訪問サービス計画の

作成に当たっては、その内容について利用者又は家族に対

して説明し、利用者の同意を得ていますか。 

要綱 

第４０条第１項第４号

い る ・ いない 
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⑤ サービス提供責任者は、家事支援型訪問サービス計画を

作成した際には、当該家事支援型訪問サービス計画を利用

者に交付していますか。 

要綱 

第４０条第１項第５号

い る ・ いない 

 ⑥ 家事支援型訪問サービス計画に基づき、利用者が日常

生活を営むのに必要な支援を行っていますか。 

要綱 

第４０条第１項第６号

い る ・ いない 

 ⑦ サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを

旨とし、利用者又は家族に対し、サービスの提供方法等

について、理解しやすいように説明を行っていますか。 

要綱 

第４０条第１項第７号

い る ・ いない 

 ⑧ 介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサ

ービスの提供を行っていますか。 

要綱 

第４０条第１項第８号

い る ・ いない 

 ⑨ サービス提供責任者は、家事支援型訪問サービス計画に

基づくサービスの提供の開始時から、少なくとも１月に１

回は、当該家事支援型訪問サービス計画に係る利用者の状

態、当該利用者に対するサービスの提供状況等について、

当該サービスの提供に係る介護予防サービス計画を作成し

た指定介護予防支援事業者等に報告していますか。 

要綱 

第４０条第１項第９号

い る ・ いない 

 ⑩ 家事支援型訪問サービス計画に記載したサービスの提供

を行う期間が終了するまでに、少なくとも１回は、当該家

事支援型訪問サービス計画の実施状況の把握（モニタリン

グ）を行っていますか。 

要綱 

第４０条第１項第９号

い る ・ いない 

★ モニタリング 

→ 家事支援型訪問サービス計画の実施状況の把握 

⑪ サービス提供責任者は、モニタリングの結果を記録し、

当該記録を当該サービスの提供に係る介護予防サービス計

画等を作成した介護予防支援事業者等に報告しています

か。 

要綱 

第４０条第１項第１０

号 

い る ・ いない 

 ⑫ サービス提供責任者は、モニタリングの結果を踏まえ、

必要に応じて家事支援型訪問サービス計画の変更を行って

いますか。 

要綱 

第４０条第１項第１１

号 

い る ・ いない 

 ⑬ 家事支援型訪問サービス計画を変更する場合も、①～

⑪に沿って行っていますか。 

要綱 

第４０条第１項第１２

号 
い る ・ いない 
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３ 家事支援型訪問サ

ービスの提供に当た

っての留意点 

○ 家事支援型訪問サービスの提供に当たっては、介護予防

の効果を最大限高める観点から、次に掲げる事項に留意し

ながら行っていますか。 

要綱 

第４１条第１項第１号

い る ・ いない 

 ア サービスの提供に当たり、介護予防支援におけるアセ

スメントにおいて把握された課題、家事支援型訪問サー

ビスの提供による当該課題に係る改善状況等を踏まえつ

つ、効率的かつ柔軟なサービス提供に努めること。 

イ 自立支援の観点から、利用者が、可能な限り、自ら家

事等を行うことができるよう配慮するとともに、利用者

の家族、地域の住民による自主的な取組等による支援、

他の福祉サービスの利用の可能性についても考慮しなけ

ればならないこと。 

★ アセスメント 

 →さいたま市指定介護予防支援等の事業の人員、運営

等の基準等に関する条例（平成２６年さいたま市条例

第８８号）第３２条第７号に規定するアセスメントを

いう。 



家事支援型訪問サービス

16 

六 変更の届出 

項 目 確 認 事 項 根 拠 法 令 

 ① 次の事項に変更があったときは、10日以内にさいたま

市長に届け出ていますか。 

指定等要綱 

第３条第２号 

ア 事業所の名称 

イ 事業所の所在地 

ウ 事業者（法人）の名称、及び主たる事務所の所在地 

エ 代表者の氏名、生年月日及び住所 

オ 登記事項証明書又は条例等（当該事業に関するもの

に限る。） 

カ 事業所の建物の構造、専用区画等 

キ 管理者の氏名、生年月日及び住所 

ク サービス提供責任者の氏名及び住所 

ケ 運営規程 

コ 事業の実施形態、併設施設の状況等（一体型・単独

型） 

い る ・ いない

② 休止した事業を再開したときは、10日以内に、再開

届出書をさいたま市長に届け出ていますか。 

い る ・ いない 

 ③ 事業を廃止又は休止しようとするときは、次の事項

を、廃止又は休止の日の１月前までに、さいたま市長に

届け出ていますか。 

指定等要綱 

第６条 

 ア 廃止又は休止しようとする事業所 

  イ 廃止又は休止しようとするサービス種類 指定等要綱 

第５条第１項  ウ 廃止・休止の別 

エ 廃止又は休止しようとする年月日 

オ 廃止又は休止しようとする理由 

カ 現にサービスを受けている者に対する措置 

キ 休止の場合は、予定期間 

い る ・ いない 

④ 事業の廃止又は休止の届出をしたときは、廃止又は

休止日以後においても引き続きサービスの提供を希望

する者に対し、必要なサービスが継続的に提供される

よう、介護予防支援事業者等、他の指定１号事業者そ

の他関係者との連絡調整その他の便宜の提供を行って

いますか。 

い る ・ いない 

  指定等要綱 

第５条第２項 
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別表１ 

 資格・要件等 証明書等 研修名 

（証明を所管する機関） 

研修等の実施時期 

１ さいたま市地域の担い

手養成研修終了者で指

定訪問介護事業者等（

※１）による「所定の

研修（※２）」を終了

した者 

地域の担い手養成研修

修了証並びに指定訪問

介護事業者等が交付す

る身分証明書 

地域の担い手養成研修（さ

いたま市） 

所定の研修（地域の担い手

養成研修修了者を雇用する

指定訪問介護事業者等） 

平成２８年度～ 

２ 訪問介護員養成研修３

級課程修了者 

訪問介護員養成研修３

級課程修了証 

 ～平成２１年３月

まで 

３ 介護に関する入門的研

修修了者 

介護に関する入門的研

修修了証（基礎講座及

び入門講座） 

入門的研修（基礎講座及び

入門講座） 

平成30年度～ 

※１ 指定訪問介護事業者等とは、次の事業者とする。 

① 指定訪問介護事業者、指定介護予防訪問介護事業者 

② 指定介護予防訪問介護サービス事業者 

③ 指定家事支援型訪問サービス事業者 

※２ 所定の研修については、サービス提供責任者により、次の内容を実施すること。 

①  家事支援型サービスにおける介護従業者の役割等について(概ね４時間程度、配分は事業所ごとに行う) 

・訪問介護員・介護従業者の役割 

・訪問介護員の職業倫理（利用者の意向尊重等） 

・個人情報保護と守秘義務 

・訪問時の接遇及びマナー（服装・身だしなみ等） 

・企業理念 

②  家事支援型訪問サービスの業務内容（概ね４時間程度、配分は事業所ごとに行う） 

・生活援助（掃除、洗濯、買い物、調理）の内容について 

・訪問サービス記録と書き方 

・緊急時対応 

③  同行訪問（必要数） 

・利用者との顔合わせ 

・買い物の行先の確認 

・掃除の仕方 

・調理の仕方 

など実践を交えて業務を習得する。 

（留意事項） 

 同行訪問の（必要数）とは、利用者、及び利用者の状態によって支援方法が違うため、従事者の不安等がある程

度解消されるまで（従事者自身の能力等に応じて）実施すること。 


